


































会社である合資会社（GmbH& CO. KG）の名称と同意義のものとして GmbH
& co.を使用するO その上，通常有限会社は， GmbH& CO.の唯一の人的
責任社員であるO それ故， GmbH& CO.は有限会社が唯一の人的責任社員で
ある合資会社と定義することができる。合資会社の有限責任社員が同時にその




Winkler, Die Gestalung von Gesellschaftsvertrage im Wege der Grundtypenver-
mischung, in NJW 1970, 1065. 





り，重要性は少い。 なお， Vgl. WiethOlter, Die GmbH & CO. KG, Chancen und 
Grenzen, in Aktuelle Probleme der GmbH & CO. 1967, S. 18. 
(4) Bottcher/Beinert, GmbH & CO. Die moderne Unternehmensform, 4. Aufl. 1970, 






員の資本流通税は高くなるO GmbH & CO.は資本流通税の意味の資本会社で
はないことを利用して，節税のために，一段階として，有限会社が GmbH& 
co.の無限責任社員となり，その GmbH& CO.が，大 GmbH& CO.の無
限責任社員となり（2段階〉，その大 GmbH& CO.が，ただ経営会社（3段
階〉となるとし、う形態が実務で利用されているO かような経済形態は，三段
(dreistufige) GmbH & CO.又は二階（doppelstるckige)GmbH & CO.と呼
ばれている。これは，合資会社が他の合資会社の人的責任社員となりうること
が認められて（ドイツの通説〉初めて成立する形態であるO
GmbH & CO.は， 2つの会社から構成されるから，従って2つの会社契約






(5) Hunscha, Die GmbH & CO. KG als Alleingesellschafterin ihrer GmbH-Komp-
lementarin, 1974, S. 2. 
(6) Bるttcher/Beinert,a. a. 0., S. 22f. 
(7) Veismann, Die GmbH & CO. als Handelsgesellschaft, im BB 1970, 1159 Fu品n.1. 
(8) ドイツの通説は，以前と異なり，今日では，人的会社は，他の人的会社の社員であ
ることを許されるとみなす。これに対して， Pfandは，債権者保護の観点から，これ
を否定する。 Vgl.Pfander, Kann eine Personengesellachaft Gesellschafterin einer 














isierte) GmbH & CO. KGと呼ぶことができる。逆に合資会社の規定から出
発し，有限会社契約を合資会社のそれに近づける時，その経済形態は，人的






(9) Vgl. Sudhoff, Die gesellschaftsrechtliche Problematik der GmbH & CO. KG. in 
NJW 1967, 213ff. 
(10) V gl. Simon, Kann die GmbH & CO. KG Inhaberin der Geschafsanteile ihrer 
personlich haftenden Gesellschafterin sein? in DB 1963, 1209 ; Gonella, DB 1965, 
1165; Hunscha, a. a. 0., S. 6f.これは，相互資本参加 GmbH& CO.が利用される
主要な原因であっても，唯一の原因ではない。 Hunschaによれば，更にこの形態が
利用される独立した動機として，有限会社持分を GmbH&CO.KGに譲渡すること
によって，社員の私的財産から補足的な給付をなすことなしに， GmbH& CO. KG 
に相応の財産的価値を給付する（少くとも出資義務の一部の履行として〉とし、う金融
上の動機がある。また，人的会社が有限会社の全持分を所有している場合に，この形










I GmbH & CO.の利用状況
ドイツにおける最近の GmbH& CO.の利用状況は，著しいものがあるが
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の経営を分離しつつも，経済的にはその分離を解消するためにこの形態が利用され
る。しかしこれらの動機は， GmbH& CO. KGに一般的又はその形態の一定のもの
に共通で、あって，相互資本参加 GmbH& CO. KG に特徴的なものではない。
(1) Hunscha, a. a. 0., S. 3f. Sudhoffは， この形態を Einheitgesellechaft と呼ひ＼





る上において，有意義である。 Limbachの分析によると， 486社のうち， 26社
が，その定款で，合資会社の人的責任社員として資本参加し，その営業を行な
う旨を明らかにしていた。また， 1961年から63年の聞に，シャルロッテンブル
グ区裁判所に備えられた商業登記簿のA区分に， 65の GmbH& CO. KGが
登記されていたとのことである。
Wiethるlterによると， フラ γクフルト商業登記簿のAからKの区分の閲覧





社の内， 183社は， GmbH& CO.で人的責任社員の役割を引受ける目的のた
めに設立された。 Veismannの見積によると， 1968年 1月1日には連邦領域に
約20,000のGmbH&CO.が存在しているであろうとのことであり，また他の
見積によると， 1969年に約23,000のGmbH&CO.が存在するとのことである。
(1) Theorie und Wirklichkeit der GmbH, 1966, S. 29ff. 
(2) Limbach, a. a. 0リ s.36より作製。
(3) Limbach, a. a. 0., S. 82f. 
(4) A. a. 0., S. 25. 
(5) Bるtteher/Beinert,a. a. 0., S. 175. 
(6) Hesselmann, a. a. 0., S. 2 Fuβn, 4. 
(7) オー ストリアでは， 1964年に合名会社が7,105社，合資会社が2,629社，有限会社が
3,255社存在していた。その後合名会社数は後退し，有限会社の普及は著しく，今日
有限会社数は9,000社を超えるといわれるくKastner,GrundriB desぬterreichischen
Gesellschaftsrechts, Wien, 1974, S. 54）。 この中には GmbH& CO. KGの人的責
任社員としての有限会社数の増加が含まれているのであって，合資会社数も恒常的に
増加している。今日オー ストリアには， GmbH& CO. KG は1,000社以上存在すると
いわれている（Kastner,a. a. 0., S. 107）。
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けで80社の GmbH& CO.が設立された。そこで同年は， GmbH& CO.の
生誕の年ともよばれているO
次の時代には，法人税回避が， GmbH& CO.の設立の唯一の動機に留まら
(1) Eltzbacher, Offene Handelsgesellschaft und Aktiengesellschaft als Teilnehmeー
rinen einer offenene Handelsgesellschaft, in Zeitschrift fir da gesamte Handels-
recht, Bd 45 (1896), S. 41f. 57f. 
(2) Zielinski, a. a. 0., S. 36 ; Hesslelmann, a. a, 0., S. 4. 


































(5) A. a. 0., S. 18日.insbesondere S. 45ff. 
(6) A. a. 0., S. 56. 
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(7) Wietholter. a. a. 0., S. 21f. 
(8) Hesselmann, a. a. 0., S. 2. 
(9) Handbuch der GmbH & CO. 7. Aufe, 1964, S. 27日. 14版では，分析の結論のみ
を述べる。
(lo) Hesselmann, a. a. 0., 7. Aufl. S. 72f., 14. Aufl. S. 45f.これに対し他の文献では
再三再四 GmbH& CO.の税上の利点が説かれている。 Vgl. Deutler, Reformfragen 
der GmbH & CO. (1), in DB 1970, 385f. Deutlerは， GmbH& CO.と GmbHの
税法上の不平等をなくすべきことを強調する。





































































(1) GmbH & CO.は，有限会社と並んで，詐欺のための潜在的にもっとも
適当な形態であるO しかし，無頼漢と投機家がそれを利用するから，廃止する
ということは，小難を除いて大難を招くことを意味するO
(2) GmbH & CO.は，若い，危険な市場（商業と第3次産業）にさし向け
られているO それは，新しい販売方法と新しい製品を実験しており，国民経済
的意味において，有限責任は必要である。










(5) 集中と協業手段としての GmbH& CO.利用には，著しいものがある。
(6) 資料が不足しているので， GmbH& CO.を概観することは中止する
























(1) Hahn; Commentar allgemeinen deutschen Handlesgesetzbuch, Bd, 1877, Art. 150, 
§ 3.
（~） VgL Boesebeck, Die kapitalistische kommanditgesellschaft, 1938, S. 72f. 
:3) Vgl.町内acher.a. a. 0., S. 57ff.彼は有効説を強力に唱える。
(4) DJZ 1913, 643，その評釈として Vgl. Liebmann, DJZ 1913, 230f. 判旨につき
Hesselmann, a. a. 0., S. 5f.参照。
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所も， 1922年7月4日の判決で， GmbH& CO.の私法上の承認を肯定し，実
務のための議論を終了せしめた。
事案は次のとおりである。人的責任社員が有限会社で，有限責任社員が商人





















(5) R G Z 105, lOlff. 
(6) ナチ政権下でも， GmbH& CO.の有効性に疑問ははさまれなかった。 Vgl.Boese-























(1) 商号の問題は， GmbH& CO.で，セγセーションを起こした問題の一
つである。
(7) Vgl. Hesselmann, a. a. Q., S. 10. 
(8) 例えば， Zielinski(1925年〉は， この法的承認問題のために， 72-129頁をあて，

























(9) Vgl. Hesselmann, a. a. 0., S. 52ff. 
(10) Vgl. Hesselmann, a. a. 0., S. 59ff. ; Wessel, Die Firma der ,,GmbH & CO，＇’ in 
BB 1969, 1327ff. ; Sudhoff, Gesellschaftsrechtliche Gefahrenpunkte im Vertrage 
der GmbH & CO, in Aktuelle Probleme der GmbH & CO. 1967, S. 55f. 
(1) Simon, DB 1963, 1209ff.は，有効説を唱える。これに対し Gonnella,'DB 1965, 
1165ff.は，否定説を唱え， Mertens,NJW 1966, 1049は， Gonnellaに反対し，有
効説を取る。その他 Hunscha,a. a. 0.，参照。
U2) Vgl. Deutler, DB 1970, 386. 
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資商事会社（DieHandelsgesellschaft auf Einlagen）が提案されているO





















(13) Vgl. Barz, Das Ende der GmbH & CO. KG, in NJW 1972, 465. この提案を紹
介し批判的に検討する。
ω草案が GmbH& CO.の規定を含んでいない理由につき， Deutler,DB 1970, 381£. 
参照0





















































(1) Lindley on the Law of Partnership, 20th. ed., London, 1961, pp. 18f. 
:2) Henn, Law of Corporations, 1970, p. 47. 
'.3) Henn, op. cit., p. 79. 
性） Lyon-Caen, Traite de droit commercial, Paris, 1936, Tome I p.134. 
























(6) Hemard-Terre-Malilat, op. cit., p. 246. 
(7) Ripert-Roblot, Traite elementaire de droit commercial, Paris,, 1972, Tome 1, 
p. 491. 
(8) Vivante, Trattato di diritto commerciale, Vol. IL quinta ed., 1923, p. 20. 1906 
年の判例は，株式会社が合名会社の社員となりうることを認めた。
(9) Commentario del Codice civile a cura di Antonio Scialoja e Giuseppe Branca, 



























側 Wietholter,a. a. 0., S. 51.なおオランダにつき Hesselmann,a. a. 0., S. 24. 
(1) Kastner, a. a. 0., S. 107. 
















































































(2) Zielinski, a. a. 0., S. 116ff. ; Baumbach一Duden,Handelsgesetzbuch, 20 Aufl, 
1972, § 117 A5.なお§ 109 HG B参照。
(23) Zielinski, a. a. 0., S. 118ff. ; Baumbach一Duden,a. a. 0., § 127 A I A. 
仰 「株式会社は取締役となりうるかJ『富大経済論集J19巻1号93頁。肯定説に立つ。
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